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畜産環境規制の現状と課題について
～暫定排水基準の改定と急がれる臭気対策～

農林水産省生産局畜産部畜産振興課

はじめに

畜産環境対策では、平成１６年に「家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する

法律」（以下、家畜排せつ物法）が本格施行

され、家畜排せつ物の適切な処理が畜産経営

にとって当然求められる営農行為の一つとな

りました。一方で、家畜排せつ物の利用をさ

らに進める必要があるとともに、処理施設の

老朽化や、飼養規模拡大による１戸当たり家

畜排せつ物発生量の増加への対応、近隣住民

の環境意識の高まりへの対応等が必要になっ

ています。

これらの状況を踏まえ、家畜排せつ物法の

施行状況調査や水質汚濁防止法、悪臭防止法

等の環境規制に関する現状と今後の課題につ

いて紹介します。

畜産環境対策をめぐる現状

（１）家畜排せつ物法施行状況調査

家畜排せつ物法では、家畜排せつ物の管理

の適正化について「畜産業を営む者が遵守す

べき基準」（以下、管理基準）が定められて

います。管理基準の対象は、一定規模以上を

飼養（牛、豚、鶏、馬）する農家であり、畜

産農家戸数の約６割に当たります。

この管理基準の遵守状況は、都道府県や関

係者の協力を得て平成１６年以降、毎年（近年
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は隔年）調査を実施してきたところです。直

近では平成２９年１２月１日時点の調査を行いま

した（図１）。

調査の結果、対象農家のうち９９．９９％と、

ほぼ全ての農家が管理基準を遵守しており、

関係者の皆さまのご尽力に敬意を表しますと

ともに、今後もこの状態を維持・改善できる

よう、さらなる取り組みをお願いする次第で

す。

（２）苦情発生状況

畜産経営に起因する苦情発生状況も、都道

府県や関係者の協力を得て、毎年調査を実施

しています。平成３０年度調査では、これまで

の傾向と同様、苦情発生戸数は１４８０戸と減少

しているものの、苦情発生率（畜産農家戸数

当たりの発生戸数）は２．０％と横ばいでした

（図２）。

苦情の種類別では悪臭苦情が過半（５３．４％）

を占め、畜種別では、発生戸数は乳用牛が最

も多かったものの、発生率では採卵鶏

（１０．０％）や養豚（９．０％）が高くなりまし

た（表１）。飼養規模別の苦情発生率では、

ブロイラーを除いた全ての畜種で、飼養規模

が大きくなるにつれ、高くなる傾向にありま

した（図３）。

経営の効率化や生産基盤の強化を進めるた

め、各畜種で規模拡大が進展していますが、

以上の結果から、規模拡大に当たっては、近

隣住民との良好な関係の構築等に十分留意す

る必要があることが示されました。

畜産環境規制の
現状と課題、対策

（１）水質

水質汚濁防止法については、平成１３年７月

に硝酸性窒素等（アンモニア、アンモニウム

（図１） 家畜排せつ物法施行状況調査の結果（平成２９年度・構造設備基準の遵守状況）
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（図２） 畜産経営に起因する苦情発生調査の結果（平成３０年度）

注）１．複数の畜種を飼養している農家において苦情が発生し、その苦情の原因畜種が特定できない場合
は、主たる飼養畜種の農家として計上している

２．苦情発生率は、農家戸数が不明である「その他」（馬及びその他の家畜）を除いて算出している

（図３） 畜産経営に起因する苦情発生調査の結果（平成３０年度・経営規模別の苦情発生率）

（※１） 本図における管理基準の適用・非適用は、それぞれ下表の（ ）内の頭羽数により便宜的に分類
したものである

（※２） 採卵鶏、ブロイラーにおいては、極小規模の経営数が統計に計上されていないため、小規模区分
の苦情発生率は実際より高く見積もられている可能性がある
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化合物、亜硝酸化合物および硝酸化合物）の

一般排水基準（１００mg／ℓ）が設定され、そ

の際、ただちに一般排水基準を達成すること

が困難であるとして、畜産農業等については

暫定排水基準が設定されました。

この規制は、畜産であれば、一定規模以上

の特定施設（豚房５０㎡以上、牛房２００㎡以上、

馬房５００㎡以上）を設置する事業場に適用さ

れます。

平成１３年当初は１５００mg／ℓの暫定排水基

準が設定されていましたが、段階的に引き下

げられ、令和元年７月からは新たに５００

mg／ℓの暫定排水基準が適用されました。

そのため、硝酸性窒素等の濃度が比較的高い

畜産事業場においては、排水処理のさらなる

改善を行う必要があります（図４）。

なお、平成２３年に施行された改正水質汚濁

防止法により、規制対象となる特定事業場

は、原則年１回以上の排出水の測定・記録・

保存が義務付づけられました。この自主測定

を実施し、自らの排水実態を把握した上で、

排水基準遵守のための対策を着実に実行して

いく必要があります。

（２）悪臭

悪臭防止法に基づく規制地域は、平成２９年

度では７３．８％の市町村で設定され、その数は

徐々に増えています。また、個別物質（アン

モニア、硫化水素をはじめとする２２物質）の

濃度規制では、対応できない複合臭への対応

畜 種 悪 臭 水質汚濁 衛生害虫 その他 計

乳用牛
２３４ ９７ ４９ ９４ ４０７

（１．５％） （０．６％） （０．３％） （０．６％） （２．６％）

肉用牛
１９１ ７１ ４４ ５１ ３０５

（０．４％） （０．１％） （０．１％） （０．１％） （０．６％）

豚
２７５ １５８ ２３ ２５ ４０３

（６．２％） （３．５％） （０．５％） （０．６％） （９．０％）

採卵鶏
１４６ ３７ ９３ １３ ２２１

（６．６％） （１．７％） （４．２％） （０．６％） （１０．０％）

ブロイラー
６２ １３ ２ ８ ７９

（２．７％） （０．６％） （０．１％） （０．４％） （３．５％）

その他 ３０ １３ ４ ２３ ６５

計 ９３８ ３８９ ２１５ ２１４ １，４８０

（表１） 畜産経営に起因する苦情発生調査の結果（平成３０年度・畜種別苦情発生戸数）

注）１．（ ）内は、苦情発生率（飼養戸数当たりの苦情発生戸数の割合）
２．複数の畜種を飼養している農家において苦情が発生し、その苦情の原因畜種が特定できない場合は、主たる
飼養畜種の農家として計上している

３．複数種類の苦情を併発しているものは１戸として計上しているため、種類別発生戸数の合計とは一致しない
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として、平成７年に臭気指数（人間の嗅覚を

用いて臭気の程度を数値化）による規制が導

入され、臭気指数による規制地域を導入する

市町村も徐々に増加しています。一般に、臭

気指数による規制は、個別物質の濃度による

規制に比べ、より苦情内容と合致したものに

なると言われています。必要があれば市町村

の環境部局にも相談しながら、臭気対策を適

切に進めるべきでしょう。

家畜を飼養する上で、畜舎や家畜排せつ物

の処理・保管施設、堆肥の輸送・散布など、

さまざまな場所・状況で一定の臭気が発生し

ます。畜産経営で臭気の発生、流出を完全に

防ぐことは困難ですし、悪臭防止法もゼロま

でを求める規制ではありません。しかし、地

域産業の一つとして経営を続けていくために

は、周辺住民への配慮や適切な臭気対策が必

要不可欠です。

臭気の発生を軽減するために、畜舎のこま

めな清掃や好気性発酵の促進など、日頃から

基本的な管理を徹底することが重要です。管

理については、（一財）畜産環境整備機構が

作成した「日本型悪臭防止最適管理手法

（BMP）の手引き」に詳しく書かれていま

すので参考にしてください（同機構ウェブサ

イト：http://www.chikusan-kankyo.jp/bmp/

bmp.html に掲載）。

また、畜産経営に起因する苦情の過半は臭

気問題ですが、市町村等に相談があった臭気

問題を見ると、悪臭防止法等に基づく規制の

範囲内であっても、近隣住民との間で感情的

なもつれができてしまう、改善策を講じても

なかなか納得してもらえない等の事例が散見

されます。

（図４） 水質汚濁防止法に基づく硝酸性窒素等の暫定排水基準の推移
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逆に、住宅地に隣接していても、近隣住民

と良好な関係を構築することで、苦情も発生

することなく経営を継続している例も少なく

ありません。

効果がある臭気軽減対策に真摯に取り組む

とともに、近隣住民と日頃からコミュニケー

ションや地域への貢献などを通じて関係を構

築することが大切です。

最近では市町村が間に立って、畜産農家、

近隣住民、関係機関などが参加・協議する協

議会を立ち上げ、悪臭状況の把握や効果的な

臭気軽減対策の推進、相互理解を促す取り組

みも始まっています。

具体的には、住民の畜産臭に対する意識調

査、専門家による発生場所の特定や臭気強度

等の測定による臭いの見える化、臭気軽減に

向けた助言・指導などで、これらの取り組み

や臭気対策の具体事例は、（公社）におい・

かおり環境協会のウェブサイト（http://orea.

or.jp/about/gijutsu.html）に掲載されてい

ます。

（３）環境規制に対応するための支援

排水処理をはじめとした家畜排せつ物の適

正な管理・処理・利用は、必要な施設を整備

しただけで実現するものではありません。農

場での日々の管理、処理が適切に行われて初

めて実現することに十分留意し、これら取り

組みを実施した上で、なお必要があれば、排

水処理施設や脱臭装置等の施設整備による対

策も選択肢となります。

施設整備に当たっては、（一財）畜産環境

整備機構が実施するリース事業による支援、

強い農業づくり交付金による共同利用施設の

整備に対する支援等があります。特に、リー

ス事業では今年度、排水処理施設や脱臭装置

等を含む家畜排せつ物処理施設等を整備する

に当たり、原則、保証保険料・損害保険料と

も実質負担のない貸付枠（畜産環境対策リー

ス事業）を新たに設けました。活用をご検討

ください。

おわりに

家畜排せつ物法を制定した時点では、野積

み・素掘りの解消が大きな課題であり、その

点はほぼ達成されたと考えられます。しかし

その後、水質汚濁防止法や悪臭防止法等の環

境規制が強化され、畜産経営の悪臭問題など

が顕在化し、より一層の環境対策が求められ

る状況です。

畜産業が地域産業として維持・発展するた

めには、近隣住民の受け止め方に日頃から配

慮し、効果的な畜産環境対策に取り組むこと

が必要不可欠です。特に臭気問題への対策

は、畜産経営を安定的に続けていくために最

も重要な課題になっており、地域の関係者で

知恵を出し合いながら、効果的な対策、取り

組みが推進されることを強く期待します。
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志 藤 博 克

乳牛との接触による事故の実態と対策
―フリーストール／フリーバーン編―

乳牛との接触による
事故について
先月号では、つなぎ飼い牛舎で発生した、

牛との接触による事故の実態と対策について

紹介しました。筆者が９道県２７戸のつなぎ飼

い酪農家に対して実施した聞き取り調査の結

果では、長期の入院を強いられた事例もあ

り、見過ごせない問題であることを述べまし

た。今月は、フリーストールおよびフリー

バーン牛舎での事故事例を紹介します。

聞き取り調査結果

北海道、富山県、埼玉県、千葉県、徳島

県、熊本県、宮崎県のフリーストールおよび

フリーバーン酪農家１３戸に対して、聞き取り

調査を行いました。このうち、フリーストー

ル牛舎は９戸、フリーバーン牛舎は４戸で、

平均経産牛頭数は１１２頭。事故被害者の平均

年齢は４７歳、平均経験年数は２２年で、性別は

男性７人、女性６人でした。事故発生時に

行っていた作業で最も多かったのは、牛の移

動で、１０件（７７％）を占めました（表１）。

その内訳は「挟まれた」が６件と最も多く、

次いで「蹴られた」が２件、「踏まれた」と

「突かれた」が各１件でした。負傷度合いに

ついては、１ヵ月以上の入院を要する事例が

５件、１ヵ月以上の通院および１ヵ月未満の

通院がそれぞれ２件でした（表２）。中でも、

搾乳 移動 給餌 保定 牛床清掃 その他
１ １０ ０ １ １ ０

件数
入院 通院＊

１ヵ月以上 １ヵ月未満 １ヵ月以上 １ヵ月未満 通院なし
蹴られ ２ １ ０ ０ １ ０
挟まれ ６ ３ ０ ２ １ １
踏まれ １ ０ ０ ０ ０ １
突かれ １ １ ０ ０ ０ ０
その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０

（表１） 作業別事故件数

（表２） 牛の移動時の事故での負傷度合い

＊退院後の通院も含む
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パーラーの通路で隔柵と牛の間に挟まれた男

性は、肋骨５ヵ所と肩甲骨を骨折し、３ヵ月

もかかった入院生活のうち、かなりの部分が

横臥することもできない状態でした。

フリーストール／フリーバーン農家でも、

つなぎ飼い農家と同様、調査先の多くは労働

力に余裕がなく、よほどのことがない限り入

院はもちろん、通院さえしようとしていませ

んでした。このことに加え、「このくらいは

牛飼いなら当たり前」と認識している被害者

が少なくありませんでした。

また、北海道以外の被害者は全て、労災保

険に加入しておらず、ヘルパー代が酪農経営

に大きな負担となっていました。一方、北海

道の被害者は加入しており、休業補償をヘル

パー代に充当することで、経済的な負担を免

れていました。

牛の移動中の事故事例を表３に示します。

要因分析の結果

表３の事故事例について、被害者本人に関

する人為的要因、作業環境と当事者との関係

における要因、牛と当事者との関係における

要因について分析しました。

１）人為的要因

「待機場やパーラーのストール等に入る時

は必ず２人以上の組になり、常に背後を警戒

すべきことを知らなかった」（事例G、I）、

「牛を誘導する際のロープの握り方を知らな

かった」（事例C、H）といった、知識不足

が要因として挙げられました。また、「牛を

力づくで動かそうとした」（事例A、B）、

「自分は牛の扱いに慣れているので、用心す

れば大丈夫と思った」（事例D、E、F、G）

といった、過信や無理に作業を行ったことが

要因として挙げられました。

Ａ．パーラー入口の通路で入りたがらない初産牛を押したり引いたりしているうちに、足を
踏まれた

Ｂ．通路で止まったままの牛をどけようと足で蹴ったところ、牛と支柱との間に挟まれた
Ｃ．モクシをかけて削蹄枠に誘導していたところ、牛が走り出し、左足を蹴られた
Ｄ．パーラーから退出しない牛を追い出そうとしたら、柵との間に挟まれた
Ｅ．隣の搾乳ストールに間違って入った牛を追い出そうとしたところ、通路の柵と牛の間に

挟まれた
Ｆ．ストール内の牛をパーラーへ追い込もうとして隔柵との間に挟まれた。特に気の荒い牛

ではなかった
Ｇ．搾乳後の牛の退出を促すアームが中途半端な位置で止まったため、直してピットに戻ろ

うとしたところ、進入路に入ってきた牛と柵との間に挟まれた
Ｈ．分娩後の初産牛にモクシを付けてフリーストール牛舎に連れて行く途中、牛が走り出し

た拍子に前のめりに転び、牛の後ろ足に顔面をぶつけた
Ｉ．パーラーに入らない牛を待機場で追い込んでいたところ、和牛種牛が待機場に入ってき

て、頭で被害者を柵に押しつけた
Ｊ．牛舎の一角に係留していた撒牛（黒毛和牛）のロープが柱に巻き付いて動けなくなって

いたため、牛の前方からほどける方向に追っているうちに、ロープが切れ、突進してき
た牛に突き飛ばされた

（表３） 牛の移動時の事故事例
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さらに、「安全な牛の誘導方法の検討が不

十分」「種牛を飼う際の安全対策が不十分」

「作業安全についての教育がなされていな

い」「牛について他の作業者と情報を共有し

ていない」等、安全管理体制が不十分である

ことも要因として抽出されました。従業員を

雇用している経営が少なくないフリーストー

ル／フリーバーン酪農家に特徴的な要因と

なっており、従業員に作業の段取りは教えて

も、安全教育まで手が回っていないことがう

かがわれました。

２）作業環境と当事者との関係における要因

「通路や待機場の要所に作業者退避用のマ

ンパス（人が通り抜けられる隙間）が設けら

れていない」（事例A、B、D、E、F、G、I、

J）、「乾乳牛舎と搾乳牛舎の間、あるいは牛

舎と削蹄枠の間等に柵で囲った通路が設けら

れておらず、柵の外から牛を誘導できるよう

な構造になっていない」（事例C、H）等、

作業場所の安全対策の不足が要因として挙げ

られました。また、被害者がそういった安全

対策が不十分な場所に進入したという要因が

重なって、事故に及んでいることが明らかに

なりました。

３）牛と当事者との関係における要因

「初産牛がパーラーに馴致していない」（事

例A）、「分娩直後で興奮状態だった」（事例

H）、「被害者に反抗的な牛だった」（事例

B）、「種牛だった」（事例 I、J）といった要

因が抽出されました。このうち、被害者への

反抗的な態度については、被害者が女性や高

齢者、酪農経験が浅い若年者であり、加害牛

は経営者に対しては従順であることが多かっ

たことから、牛が群の中で序列を形成する行

動を、人間にも適用している可能性が考えら

れました。このような要因があった上に、認

識不足が重なって事故に及んでいることが明

らかとなりました。

事故要因から検討した
対策案

１）作業者への対策

待機場に１人で入るなど、危険を認識して

いながら「気を付ければ大丈夫だろう」とい

う心理状況に陥り、適切な行動を実践しな

かった事例では、被害者はいずれも５０歳代以

上であったことから、経験年数が長い作業者

でも、そのような心理状況に陥ることが明ら

かとなりました。この種の行動は、単なる注

意喚起だけでは抑えることが困難であり、

「安全のための行動を実践しないと、どのよ

うな結果を招くのか」について、本人が深く

認識し、自らを律するほかにないものと考え

られます。そのためには、農業改良普及員、

コンサルタント、JA職員、獣医といった第

三者が、酪農家と積極的な対話を行う中で、

自覚を促す必要があります。

ある自治体の４Hクラブでは、若手酪農

家らが「これから末永く酪農経営を続けるた

めには何をすべきか」との認識のもと、日常

の作業の中で起こりがちな危険について対策

を練り、小冊子にまとめて情報を共有してい

ます。また、ある農業改良普及センターで

は、安全な作業のためのチェックリストを作

成し、地域の酪農家に配付して、作業環境や
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方法の改善点に気付いてもらう取り組みを

行っています。今後、このような取り組みが

広がることが望まれます。

作業安全の基本は整理、整頓、清掃、清潔

の励行に始まります。これらの頭文字が全て

「S」であることから「４S運動」と呼ばれ、

あらゆる産業で取り組まれています。一見、

収益の向上とは無縁に思われる取り組みです

が、無理・無駄を排することで作業動線が単

純化し、作業能率が向上するなど、結果的に

収益性向上に寄与することはすでに常識とさ

れています。農業分野では長らく「安全は金

にならない」と言われてきましたが、農業分

野だけが例外であるはずがありません。

また、万一の事態に備えて、労災保険への

加入を促進すべきですが、全国加入率は５％

に満たない状況です。家族経営であっても特

別加入制度で加入できることや、経営規模に

合わせて掛け金を選択できること、休業補償

が得られること、などについて、広い周知が

必要です。

２）作業環境への対策

フリーストール／フリーバーンでは、牛を

間接的に誘導できるよう、通路やシュートを

設置して、牛と作業者を分離することで、仮

に牛に危険要因があった場合でもかなりの事

故を防止できます。牛の適切な取り扱いを励

行することによって、さらなる安全性向上が

期待できます。牛舎を新改築する際には、給

餌や搾乳時だけでなく、乾乳牛の入れ替え等

の場合についても、作業者と牛の動線を考慮

して構造を検討することが望ましいでしょう。

３）牛への対策

調査先の中には、人が牛舎に近づいただけ

で牛が慌てて逃げ出すような牧場もありまし

た。この牧場主は実力行使で牛に言うことを

聞かせており、しつけ方が過度であることを

自覚していませんでした。先月号で述べたよ

うに、こうした心理的ストレスのほか、不適

切な飼養環境や栄養管理によるストレスは大

きなリスク要因となります。

人間に序列形成行動を適用する牛について

は、目印を付けた上で、対応する作業者を制

限する等の対策が必要と考えられます。ま

た、種牛は扱いに危険が伴うため、できるだ

け飼養しないことが望ましいのですが、飼養

する場合は、直接作業者が接触しないで誘導

できるように、設備を整える必要がありま

す。

まとめ

悪天候による自給飼料の品質低下、乳価や

飼料価格の変動等といった経営リスクは自身

で防げませんが、事故は自身で防ぐことがで

きます。事故には必ず複数の要因があり、そ

れらの大部分が事故発生以前から存在してい

ます。それに気づき、一つずつつぶしてゆく

ことで大きな被害を避けることができます。

作業安全に目を向ければ、経営も上昇気流に

乗せられることを、一人でも多くの酪農家に

気づいていただきたいと、切に思っていま

す。

（筆者：農研機構 農業技術革新工学研究センター
農業機械連携調整役）
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畜産データボックス畜産データボックス

（公社）中央畜産会 水 野 希 海

畜産クラスターに係る全国実態調査結果について
―肉用牛繁殖経営編―

はじめに

先月号では平成３０年度畜産・酪農収益力強

化整備等対策事業のうち、畜産クラスターに

係る全国実態調査の結果で、酪農経営につい

て報告しました。今月号は、肉用牛繁殖経営

に焦点を当て、家族労働力１人当たり所得階

層別の比較を行いました。

調査結果詳細は中央畜産会ホームページ

（URL:http://jlia.lin.gr.jp/cluster/）に掲載

しています。

調査の概要

平成２９年１～１２月の間に期首を迎えた事例

を対象に、７５戸の肉用牛繁殖経営で調査を実

施しました。

家族労働力１人当たりの所得の高い順

から、所得階層を上位２０％グループ（以

下、上位）、中位６０％グループ（以下、

中位）、下位２０％グループ（以下、下位）

と分け、差が顕著となる上位と下位で比

較しました。

１．調査結果の特徴

・家族労働力１人当たり年間経常所得

は、上位が１４６８万５０００円であるのに対

し、下位は３９万３０００円と１４００万円以上

の差がありました。

・労働力１人当たり年間経常所得は「成雌牛

１頭当たり年間経常所得×労働力１人当た

り成雌牛飼養頭数」で表せることから、それ

ぞれの項目をみると、成雌牛１頭当たり年

間経常所得は、上位が３３万５０００円であるの

に対し、下位は４万６０００円と約２９万円の差

がありました。労働力１人当たり成雌牛飼

養頭数は、上位が４２．１頭であるのに対し、

下位は１６．７頭と約２５頭の差がありました。

２．経営概要

表１に経営の概要を示しました。

１戸当たりの労働力員数は、全体が２．０人、

上位が１．６人、下位が２．２人で、上位の階層に

なるにつれ労働力員数は減少しています。そ

経営の概要 全体 下位２０％ 中位６０％ 上位２０％
集計件数 ７５ １５ ４５ １５
労
働
力

労働力員数 （人） ２．０ ２．２ ２．０ １．６
うち家族員数 （人） １．７ １．６ １．９ １．４

飼
養
頭
数

成
雌
牛

経産牛 （頭） ４１．６ ３２．１ ４０．３ ５５．２
未経産牛 （頭） ５．１ ５．１ ４．７ ６．４
計 （頭） ４６．８ ３７．２ ４５．０ ６１．６

育成牛 （頭） ３．６ ３．８ ３．１ ４．８

耕
・
草
地

延
べ
面
積

個別利用自作地（ａ） ７１７．１ ３３７．３ ７７１．５ ９３３．８
個別利用借地（ａ） ５０３．５ ５８１．１ ４５３．０ ５７７．３
共同利用地 （ａ） １１９．３ ３６３．３ １１．７ １９８．３
計 （ａ） １，３３９．９ １，２８１．８ １，２３６．２ １，７０９．４

生
産
・
販
売
量

子
牛
分娩 （頭） ３９．１ ２９．１ ３７．９ ５２．７
販売 （頭） ３４．１ ２５．３ ３２．６ ４７．１

育成牛 （頭） ０．７ ０．０ ０．０ ３．５

（表１）経営の概要（家族労働力１人当たり所得階層別）
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のうち家族員数は、全体が１．７人、上位が１．４

人、下位が１．６人であり、ほぼ同数でした。

成雌牛の飼養頭数は、全体が４６．８頭、上位

が６１．６頭、下位が３７．２頭であり、上位の階層

ほど多く、上位は下位に比べ２４．４頭（６６％）

多くなりました。

子牛の分娩頭数は、全体が３９．１頭、上位が

５２．７頭、下位が２９．１頭であり、上位は下位に

比べ２３．６頭（８１％）多くなりました。

また、子牛の販売頭数は、全体が３４．１頭、

上位が４７．１頭、下位が２５．３頭であり、上位は

下位に比べ２１．８頭（８６％）多くなりました。

３．収益性

表２に損益を示しました。

成雌牛１頭当たりの売上高は、全体が５８万

円、上位が６３万８０００円、下位が５１万８０００円で

あり、上位は下位に比べ１２万円（２３％）多く

なりました。そのうち子牛販売収入は全体が

５６万３０００円、上位が６０万円、下位が４９万４０００

円であり、上位は下位に比べ１０万５０００円

（２１％）多くなりました。

成雌牛１頭当たり売上原価は、全体が４４万

７０００円、上位が３８万円、下位が５８万円であ

り、上位は下位に比べ２０万円（３４％）少なく

なりました。

当期生産費用をみると、全体が５３万円、上

位が４６万１０００円、下位が６７万６０００円であり、

上位は下位に比べ２１万５０００円（３２％）少なく

なりました。

生産費用のうち占める割合が最も大きい購

入飼料費をみると、全体が１５万円、上位が１５

万円、下位が１９万円であり、上位は下位に比

べ４万円（２１％）少なくなりました。次に割

合が大きい労働費は、全体が１１万６０００円、上

位が６万１０００円、下位が１６万円であり、上位

は下位に比べ９万９０００円（６２％）少なく、特

に上位と下位の差が顕著となりました。その

ほか、種付料やもと畜費、診療・医薬品費、

電力・水道費、減価償却費、修繕費、小農具

費、消耗諸材料費、賃料料金その他について

も、上位は下位に比べ少なくなりました。

成雌牛１頭当たり経常利益は、全体が１２万

３０００円、上位が２８万円、下位がマイナス９万

円であり、下位は利益がマイナスとなり、上

位と比較して３７万円の差が生じました。これ

は、上位が下位と比べ販売収入が多い一方、

生産費用が少ないためで、経常利益の差が大

きくなりました。

成雌牛１頭当たり経常所得は、全体が２２万

９０００円、上位が３３万５０００円、下位が４万６０００

円であり、上位は下位と比べ２８万９０００円多く

なりました（上位は下位の７．３倍）。

４．生産技術水準

表３に収益性諸要因分析を示しました。

収益性諸要因分析には、収益のほか生産技

術、労働、土地利用等の項目が含まれていま

す。

１）収益性

労働収益性を示した家族労働力１人当たり

年間経常所得は、全体が６６０万円、上位が

１４６８万５０００円、下位が３９万３０００円で、上位は

下位より１４２９万２０００円多く（上位は下位の

３７．４倍）、上位と下位の差が大きくなりました。
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損益（補助金圧縮の場合）
成雌牛１頭当たり（円） 全体 下位２０％ 中位６０％ 上位２０％

集計件数 ７５ １５ ４５ １５

売
上
高

子牛販売収入 ５６３，１１９ ４９４，４７８ ５７３，７４７ ５９９，８７５
育成牛販売収入 ６，９１５ ０ ０ ３４，５７７
肥育牛販売収入 １，２７９ ６，３９７ ０ ０
堆肥販売・交換収入 ８５８ ５６３ ８７０ １，１１９
その他 ７，７４３ １６，１４９ ６，６００ ２，７６４
計 ５７９，９１５ ５１７，５８８ ５８１，２１７ ６３８，３３４

売
上
原
価

期首飼養牛評価額 １４５，８８５ ２０２，６７０ １４６，９１８ ８６，０００

当
期
生
産
費
用

種付料 １８，１４５ １８，６６５ １８，０５７ １７，８８８
もと畜費 ３７，５１１ ５６，８４５ ３１，６３７ ３５，７９６
購入飼料費 １５０，０８９ １９０，１４２ １３６，９３０ １４９，５１３
自給飼料費 １４，３８６ １４，２７１ １３，４７５ １７，２３２
敷料費 ３，８６６ ２，５８３ ４，１５３ ４，２８６
労
働
費

雇用 １０，３０５ ２４，９００ ６，７３４ ６，４２１
家族 １０５，６７６ １３５，３５８ １１２，７１８ ５４，８６９
計 １１５，９８１ １６０，２５８ １１９，４５３ ６１，２８９

診療・医薬品費 １９，２２２ ２７，８９１ １６，８５４ １７，６５９
電力・水道費 ８，０６７ １１，９９５ ６，７３７ ８，１３１
燃料費 １１，１１４ ９，５７８ １１，８８９ １０，３２６
減
価
償
却
費

建物・構築物 １１，６０６ ２１，３３３ ８，７９９ １０，２９８
機器具・車輌 ３０，７０５ ４１，３８８ ２４，６９５ ３８，０５４
家畜 ４７，９２６ ５２，３９７ ４８，７５３ ４０，９７３
計 ９０，２３７ １１５，１１９ ８２，２４７ ８９，３２５

修繕費 ２１，１８３ ２２，７６１ ２１，２５５ １９，３８９
小農具費 ４，９９４ ４，６９６ ５，６０４ ３，４６１
消耗諸材料費 ９，７６４ １３，７８４ ８，８８７ ８，３７５
賃料料金その他 ２５，１５３ ２７，１０９ ２６，６１０ １８，８２４
当期生産費用合計 ５２９，７１２ ６７５，６９７ ５０３，７８８ ４６１，４９６

期中成牛振替額 ６３，０８２ ８２，４４０ ５５，６０８ ６６，１４６
期末飼養牛評価額 １６５，２５９ ２１５，５９５ １６９，９１４ １００，９５７
売上原価 ４４７，２５６ ５８０，３３２ ４２５，１８５ ３８０，３９３

売上総利益 １３２，６５９ －６２，７４４ １５６，０３２ ２５７，９４１
販
売
・
一
般

管
理
費

販売経費 ２６，７０２ ２２，９８３ ２７，０４９ ２９，３８２
共済掛金等 ２０，８２３ ２８，３９７ １９，２９１ １７，８４７
その他 ２５，３１５ １４，１０９ ２７，８８３ ２８，８１７
計 ７２，８４１ ６５，４８９ ７４，２２４ ７６，０４６

営業利益 ５９，８１８ －１２８，２３３ ８１，８０９ １８１，８９５

営
業
外
収
益

受取利息 ４５ ０ ７１ １０
奨励金・補填金 ３０，２５４ ２５，９６５ ３１，７６２ ３０，０１７
成牛処分益 ２３，１４２ １７，８９２ ２０，５３２ ３６，２２４
その他 ２５，９７３ ３２，８９８ １７，００９ ４５，９４０
計 ７９，４１４ ７６，７５６ ６９，３７５ １１２，１９０

営
業
外
費
用

支払利息 １，７３６ ３，７８０ １，２０９ １，２７２
支払地代 ５，００９ ３，７０２ ５，１１２ ６，００９
経営安定積立金 ８８９ １，３３８ ７０４ ９９４
成牛処分損 ７９０ １，８２０ ４９０ ６６２
その他 ７，５９７ ２７，４９５ １，８５７ ４，９１６
計 １６，０２２ ３８，１３４ ９，３７３ １３，８５４

経常利益 １２３，２１０ －８９，６１２ １４１，８１０ ２８０，２３１
経常所得 ２２８，８８７ ４５，７４６ ２５４，５２９ ３３５，１００
当期償還額控除所得 １９７，１７０ ３，５５５ ２２８，２４４ ２９７，５６１
同上償却費加算額 ２８７，４０７ １１８，６７３ ３１０，４９１ ３８６，８８６

（表２）損益（家族労働力１人当たり所得階層別）
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２）生産技術

平均分娩間隔は、全体が１２．８ヵ月、上位が

１２．７ヵ月、下位が１３．３ヵ月で、０．６ヵ月の差

がありました。受胎に要した平均種付回数

は、全体が１．７回、上位が１．７回、下位が２．０

回で、上位と下位に０．３回の差がありました。

一方、販売価格や販売日齢、販売体重、日

齢体重は、去勢子牛、雌子牛ともに上位と下

位の間で差はみられませんでした。

３）労働力、労働時間

労働力１人当たり成雌牛飼養頭数は、全体

が２６．０頭、上位が４２．１頭、下位が１６．７頭であ

り、上位は下位と比べ２５．４頭多くなりました

（上位は下位の２．５倍）。このことから、上位

の階層になるほど、少ない労働力で多くの頭

数を飼養していたことがわかります。

成雌牛１頭当たり年間労働時間は、全体が

９４時間、上位が５２時間、下位が１２７時間で、

上位は下位と比べ７５時間（５９％）短くなりま

した。このことから、上位は少ない労働時間

で飼養管理をしていることがうかがえます。

４）土地利用

借入地延べ１０a当たり年間平均支払地代

は、上位は下位の３．０倍多く、成雌牛１頭当

たり野草地面積は、上位は下位の５．１倍多く

なりました。

収益性諸要因分析 全体 下位２０％ 中位６０％ 上位２０％
集計件数 ７５ １５ ４５ １５
家族労働力１人当たり年間経常所得（千円） ６，６０１ ３９３ ５，９７６ １４，６８５
成雌牛１頭当たり年間経常所得（円） ２２８，８８７ ４５，７４６ ２５４，５２９ ３３５，１００
成雌牛１頭当たり年間子牛販売頭数（頭） ０．７ ０．７ ０．７ ０．７
平均分娩間隔（月） １２．８ １３．３ １２．７ １２．７
受胎に要した平均種付回数（回） １．７ ２．０ １．７ １．７

廃用牛平均供用年数（更新廃用のみ）（年） ９．７ １０．１ １０．１ ８．５
雌子牛１頭当たり販売価格（円） ６９４，１５２ ６６６，５０２ ７０７，９０６ ６８０，５４３
販売日齢（日齢） ２８０ ２８０ ２８２ ２７５
販売体重（kg） ２７３ ２６９ ２７８ ２６３
日齢体重（kg） ０．９８ ０．９６ ０．９９ ０．９６
去勢子牛１頭当たり販売価格（円） ８１７，４６０ ７８５，７６８ ８３７，５５０ ７８８，８８１
販売日齢（日齢） ２６７ ２６９ ２６９ ２６０
販売体重（kg） ２９４ ２８８ ２９８ ２８６
日齢体重（kg） １．１０ １．０７ １．１１ １．１１
労働力１人当たり成雌牛飼養頭数（頭） ２６．０ １６．７ ２３．７ ４２．１
成雌牛１頭当たり年間労働時間（時間） ９４ １２７ ９７ ５２
成雌牛１頭当たり年間飼養管理労働時間（時間） ７７ １０３ ８１ ４０
飼料生産延べ１０a当たり労働時間（時間） ７ ８ ７ ９
雇用依存率（％） ８．６ １７．１ ５．８ ８．４
成雌牛１頭当たり耕・草地延べ面積（a） ３３．０ ４２．９ ３０．２ ３１．３
成雌牛１頭当たり借入地面積（a） １４．６ ２０．９ １４．０ １０．３
借入地依存率（％） ４６．７ ５２．９ ４６．１ ４２．４
借入地延べ１０a当たり年間平均支払地代（円） ３，８９１ ２，２９４ ３，７５６ ６，８８４
成雌牛１頭当たり野草地面積（a） １．６ ０．９ ０．８ ４．６
所得率（％） ３９．４ １１．５ ４４．３ ５２．３
売上高経常利益率（％） ２０．４ －１４．４ ２４．２ ４３．６

（表３）収益性諸要因分析（家族労働力１人当たり所得階層別）
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５）所得率

所得率は、全体が３９．４％、上位が５２．３％、

下位が１１．５％であり、上位は下位と比べ

４０．８％多くなりました（上位は下位の４．５倍）。

５．経営の安全性

表４に施設投資・資金借入状況を示しまし

た。

成雌牛１頭当たり施設機器具平均投資額

は、全体が２０万４０００円、上位が２２万５０００円、

下位が２６万９０００円であり、上位は下位に比べ

４万４０００円（１６％）少なくなりました。

成雌牛１頭当たり資金借入残高は、全体が

２０万２０００円、上位が１２万９０００円、下位が３２万

円であり、上位は下位に比べ１９万１０００円

（６０％）少なくなりました。下位については、

経常利益がマイナスであることから、借入を

行いながら経営を成り立たせていることがう

かがえます。

成雌牛１頭当たり年間借入金償還負担額

は、全体が３万２０００円、上位が３万８０００円、

下位が４万２０００円であり、上位は下位に比べ

５０００円（１１％）少なくなりました。

経常所得対借入金償還額比率は、全体が

１３．５％、上位が１１．９％、下位が２３．４％であ

り、上位は下位に比べ１１．５％（４９％）低くな

りました。

まとめ

家族労働力１人当たり所得階層上位では、

下位に比べ次のような特徴がみられました。

①成雌牛飼養頭数が多く、子牛販売頭数が

多い、②子牛販売収入が多い、③労働力１人

当たりの飼養頭数が多く、成雌牛１頭当たり

の労働時間が短い、④成雌牛１頭当たり当期

生産費用が少なく、特に労働費が少ない。

一方、収益性諸要因分析では、平均分娩間

隔や種付回数、成雌牛１頭当たり労働時間に

階層間での差がありました。

下位は上位と比べ労働力員数が多く、総労

働時間が長い傾向にあるため、成雌牛１頭当

たりの労働費は下位のほうが多くかかってい

ました。成雌牛の飼養頭数は、上位になるほ

ど多くなっていることから、上位は、少ない

人数と時間で多くの頭数を効率よく飼養して

いることがうかがえました。

今回の調査結果を経営状況、損益、収益性

等の目安として、また、経営改善のための参

考として活用いただきたいと思います。

最後に、調査にご協力いただいた道府県畜

産協会の皆さまに、厚くお礼申し上げます。

（筆者：（公社）中央畜産会経営支援部
（支援・調査）技師）

施設投資・資金借入状況 全体 下位２０％ 中位６０％ 上位２０％
集計件数 ７５ １５ ４５ １５
成雌牛１頭当たり施設機器具平均投資額 （円） ２０３，６０４ ２６８，７８１ １７４，７６３ ２２４，９５０
成雌牛１頭当たり資金借入残高 （円） ２０２，４９３ ３２０，４３７ １８７，７０２ １２８，９２１
成雌牛１頭当たり年間借入金償還負担額 （円） ３１，７１７ ４２，１９２ ２６，２８４ ３７，５３９
経常所得対借入金償還額比率 （％） １３．５ ２３．４ １０．７ １１．９

（表４）施設投資・資金借入状況（家族労働力１人当たり所得階層別）
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算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

令和元年７月
確定値（概算払）

令和元年８月
確定値（概算払）

令和元年９月
確定値

令和元年７月
確定値（概算払）

令和元年８月
確定値（概算払）

令和元年９月
確定値

北海道 ２４，９３６．３円 ５２，１２５．３円 ３４，７７６．０円 石川県 － － －（２０，９３６．３円）（４８，１２５．３円） － －
青森県 ３０７．８円 １６，３６９．２円 ２，７５６．７円 福井県 － － －－ （１２，３６９．２円） － －

岩手県
（日本短角種を除く）

－ ４６，６４１．６円 １８，８５１．４円
愛知県 － ２３，１６６．９円 ２８，６７１．３円－ （１９，１６６．９円）

－ （４２，６４１．６円） 鳥取県 ３８，５６２．３円 ４０，９１２．２円 ９，３０５．１円（３４，５６２．３円）（３６，９１２．２円）

岩手県
（日本短角種）

－ － －
島根県 － ４９，７１４．２円 ６２，８９８．３円－ （４５，７１４．２円）

－ － 岡山県 － － －－ －
宮城県 － ３０，７１９．７円 － 広島県 ２，８１３．４円 ８，２２６．９円 １０，０９８．０円－ （２６，７１９．７円） － （４，２２６．９円）
秋田県 － － ５，４８２．８円 山口県 １，１９０．７円 ５３，２２７．８円 ２３，１６１．５円－ － － （４９，２２７．８円）
福島県 － １６，８３９．９円 １０，０７１．９円 香川県 － － －－ （１２，８３９．９円） － －
茨城県 － ４９，６７１．０円 １８，６４８．０円 愛媛県 － － １６，７４１．８円－ （４５，６７１．０円） － －
栃木県 － ８，９０２．８円 － 福岡県 ５０，１６３．３円 ７５，６１８．９円 ４６，４７４．２円－ （４，９０２．８円） （４６，１６３．３円）（７１，６１８．９円）
群馬県 － － － 佐賀県 ４１０．４円 ５４，７８６．６円 ３７，１６９．１円－ － － （５０，７８６．６円）
埼玉県 － １６，８２０．１円 － 長崎県 １，１１６．９円 ６７，４６１．３円 ３２，４９０．９円－ （１２，８２０．１円） － （６３，４６１．３円）
千葉県 － ４２，０５５．２円 １２，６８６．４円 熊本県 － ３０，０１０．５円 －－ （３８，０５５．２円） － （２６，０１０．５円）
神奈川県 － － － 大分県 ８５，９２３．９円 ７９，３０１．７円 ８８，９３８．９円－ － （８１，９２３．９円）（７５，３０１．７円）
山梨県 － － ７２，６１７．４円 宮崎県 － － －－ － － －
長野県 － ４６，１８９．８円 － 鹿児島県 １，６１２．８円 ４７，８９９．８円 ４４，９２８．９円－ （４２，１８９．８円） － （４３，８９９．８円）
静岡県 － ６５，８２２．４円 ３０，０９３．３円 沖縄県 ４，８５８．２円 ８，５５０．９円 ６６，８７３．６円－ （６１，８２２．４円） （８５８．２円） （４，５５０．９円）
新潟県 － １７３．７円 － 二以上の

都道府県の区域
－ － －－ －

富山県 － － － － －
－ －

（表１）肉専用種の交付金単価

各種補塡金・交付金単価の公表について

１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）の交付金〔令和元年７・８・９月分〕

（独）農畜産業振興機構は、令和元年７・８・９月に販売された交付対象牛に適用する畜産経
営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定する交付金について、肉用
牛肥育経営安定交付金交付要綱（平成３０年１２月２６日付け３０農畜機第５２５１号）第４の６（１）～（４）
の規定に基づき交付金単価（確定値）を表１および表２の通り公表しました。
なお、令和元年７・８・９月に販売された交付対象牛に適用する同要綱第４の８の精算払の額

については、下記の確定値により算出された交付金の額と概算払額との差額になります。
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肉用牛１頭当たりの交付金単価
令和元年７月確定値 令和元年８月確定値 令和元年９月確定値

交雑種 － － －
乳用種 ３５，７０２．１円 ２６，９０５．５円 ２８，８２６．１円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価

黒毛和種 褐毛和種 その他の
肉専用種 乳用種 交雑種

保証基準価格 ５３１，０００ ４８９，０００ ３１４，０００ １６１，０００ ２６９，０００
合理化目標価格 ４２１，０００ ３８８，０００ ２４９，０００ １０８，０００ ２１２，０００
令和元年度
第２四半期

平均売買価格 ７６４，３００ ６０６，３００ ２５７，４００ ２２８，１００ ４２０，０００
補給金単価 － － ５６，６００ － －

（表３）肉用子牛の平均売買価格について 単位：円／頭

算出期間 平成３１年４月から令和元年９月まで

肉豚１頭当たりの標準的販売価格 ３９，２７３円／頭（①）

肉豚１頭当たりの標準的生産費 ３４，０３９円／頭（②）

肉豚１頭当たりの交付金単価（参考） － （①＞②のため交付なし）

（表４）肉豚経営安定交付金単価について

２．肉用子牛の平均売買価格〔令和元年度第２四半期〕

農林水産省は、令和元年１０月２３日官報で、肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和６３年法律第９８
号）に基づく肉用子牛生産者補給金制度の令和元年度第２四半期（令和元年７月から１０月まで）
の平均売買価格および補給金単価を表３の通り公表しました。
令和元年度第２四半期においては、「その他の肉専用種」について、生産者補給金が交付され

ることとなりました。

３．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）〔令和元年度第１・２四半期〕

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月から令和元年９月までの算出期間（令和元年度第１・
２四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規
定する交付金について、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（１）の規定により算出した標
準的販売価格および同（２）の規定により算出した標準的生産費を表４の通り公表しました。
前者が後者を上回ったことから、同規定により交付はありません。

2019.11.20 No.360 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

１７


